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キャリアや就職・転職全般に関する研究や各種調査を⾏う機関『Job 総研(※1)』を運営する株式会社ライ

ボ（本社:東京都渋⾕区 代表取締役︓⼩⾕匠 以下「ライボ」）は、584 ⼈の社会⼈男⼥を対象に「2022
年 育児休暇実態調査」を実施しました。同調査は育児休暇の取得率や、勤務先での休暇取得の環境整備状
況、今後の取得希望率及び 4 ⽉の改正にあたっての期待感やその理由などについて調査しました。 

 
【男性の育休取得促進へ】 

近年男性の育児休暇の取得率が増加傾向にあり、厚⽣労働省が 2021 年 7 ⽉に公表した調査によると、10 年
で 10 倍上昇していますが、⼥性の取得率と⽐較すると未だ低い⽔準にあります。 

男性の育休取得を促進する⽬的で「改正 育児・介護休業法」が 2022 年 4 ⽉から順次施⾏されるにあたり、
Job 総研では男⼥別の育休取得率や勤務先での環境整備状況、また今後取得対象になった場合に育休取得をし
たいと考えているかについてや、改正に伴う期待感とその理由などを調査した「2022 年 育児休暇実態調査」
を実施しました。 

Job総研による『2022年 育児休暇実態調査』を実施 
未だ 8 割が育休取得経験なしの現実 法改正も企業側の対応が鍵か 

〜 育休取得促進を期待するも 「法だけでは改善困難」の声 〜 

【TOPICS】 
・87.2%がこれまで育児休暇を取得した経験がないと回答 
・勤務先で育児休暇を取得しやすい環境にあると54.8%が回答 
・82.0%が今後対象になった際に育児休暇を取得したいと回答 
・60.1%が育児・介護休業法の改正に期待感を持っている 
・期待することは「休暇取得のしやすい環境になること」が男⼥とも最多 

【調査概要】 
調査対象者 ︓全国 / 男⼥ / ⼦持ち / 20〜69歳 
調査条件    ︓1年以内〜10年以上勤務している社会⼈ 

20⼈〜1000⼈以上規模の会社に所属 
調査期間  ︓2022 年 3 ⽉ 9 ⽇〜3 ⽉ 15 ⽇ 
サンプル数  ︓584 
調査⽅法 ︓インターネット調査 
 



【育児休暇の取得率】 
育児休暇を取得した経験について、全体の 87.2%が「取得経験なし」と回答しました。これを男⼥別で⾒て

も、男⼥ともに「取得経験なし」が 8 割を超える回答結果になりました。 
また勤務先での育休取得のしやすさについては、「取得しやすい」19.5%と「どちらかといえば取得しやす

い」35.3%を合算した 54.8%が取得しやすい派を回答し、取得しにくい派の回答は 27.2%という結果になり
ました。 

 
【育休取得したいと考えている率】 

今後対象者になった場合の取得希望については、「積極的に取りたい」42.6%と「どちらかといえば取りた
い」39.4%を合算した 82.0%が育休を取得したい派の回答をしました。取得しない派の回答は 7.9%という回
答結果になりました。 

またこれを男⼥別で⾒ていくと、男⼥ともに 8 割以上が取得したい派の回答で⼥性が若⼲数多い割合で取得
への希望を持っていることがわかりました。 

 
※詳細は別紙の「2022 年 育児休暇実態調査 報告書」をご参照ください(※2) 



【法改正に対する期待感】 
4 ⽉より順次施⾏される改正 育児・介護休業法について、62.7%が「知らなかった」と回答し、82.5%が

「勤務先で周知なし」と回答しました(2022 年 育児休暇実態調査 報告書参照※2)。本アンケートにて改正法の
内容を確認した上で改正への期待感を聞くと、60.1%が「期待している」と回答しました。また、期待するこ
とについては「育休を取得しやすくなること」が男⼥ともに最多回答で、男性は 68.7%と⼥性が 53.3%とい
う結果になりました。  

 
【回答者のコメントまとめ】 

育休の取得についての回答者コメントでは、法改正に期待はしているものの、企業側の体制や環境が整わな
ければ、絵に描いた餅になるといった懸念や、育休を取得することでのリスクに対する意⾒も多く⾒られまし
た。 

 
※詳細は別紙の「2022 年 育児休暇実態調査 報告書」をご参照ください(※2) 
 
【調査まとめ】 
今回実施した「2022 年 育児休暇実態調査」では、2022 年 4 ⽉から順次施⾏される育児・介護休業法の改正

に伴い、育児休暇の実態を調査しました。 
 現状の実態は、8 割以上がこれまで育児休暇を取得した経験がないのに対して、男⼥ともに 8 割以上が今後
育児休暇を取得したいと回答したことから、⼤なり⼩なり取得しにくい環境であることが予測できますが、改
正されるにあたり企業側でも環境が整備され、男⼥ともに育児休暇を取得しやすくなるように期待を持ってい
ることがわかりました。 
 また記述コメントでは、「取得はしたいが出世に響く」「企業⽂化的に難しい」「法改正してもリモートワーク
を始めとした環境整備が整わなければ現実的に難しい」といった企業側の環境整備に懸念する声が⽬⽴ちまし
た。働き⽅の⾃由度が⾼まる傾向にある⽇本でも、男⼥共に必要な時に必要な休暇取得ができる⽂化情勢が必
要になりそうです。 
 ライボでは今後も就職・転職・働き⽅などに関連する様々な調査を実施し、リアルで透明度の⾼い情報を発
信することで個が活躍する社会の実現を⽬指してまいります。 
 
【(※2)2022 年 育児休暇実態調査 報告書】 
報告書では同調査の属性や回答結果の詳細及び回答者コメントなどもより詳しくご確認いただけます。 
https://job-q.me/articles/13466 

・男性も育休を取得しやすい環境整備は⼤事だが実際休めば出世は遅れるのが現実 
・法整備が進んだとしても、環境が変わらなければ意味がないと思っております 
・⽇本では⽂化的に難しい。企業での育休取得の環境がまだまだ整っていない 
・⽇本はこういったところが遅れをとっているが正解なんてないと思っている 
・必要な⼈が当たり前に取得できるような時が来ればいいなと思います 
・法改正だけではなくリモートワーク含めた会社の理解が進まないと現実は難しい 
 



【(※1)Job 総研について】 
Job 総研は就職・転職やキャリア全般に関する研究や各種調査の実施により、市場の現状と未来を分析し、

社会へ発信することで就転職関連市場に貢献する事を⽬的とし⽴ち上げられました。 
就職・転職・働き⽅・ランキング・働く⼥性など多数のジャンルで信頼できる情報を発信していくことによ
り、就転職活動に役⽴てていただくことや、キャリアに関する不安や悩みを解決する⼀助として”個が活躍する
社会により良い選択の機会”を提供し就転職市場に貢献してまいります。 
 
【JobQ について】 
「あなたが知りたい”働く”は誰かが知っている」をコンセプトに運営する JobQの累計登録者数は 30万⼈を

超え、キャリアや転職に関する情報交換と相談ができるサービスです。具体的な企業名を検索して、現役社員
や元社員による⼝コミだけではなく、仕事全般に関する悩みや就職・転職への不安など漠然とした内容も含ま
れ、匿名によるユーザ同⼠でコミュニケーションを取りながら、より良い選択をつくる場になっています。 
■JobQ に投稿された”働き⽅”に関する Q&A 
https://job-q.me/categories/career 
 
【会社概要】 
会社名   ︓株式会社ライボ 
設⽴   ︓2015 年 2 ⽉ 3 ⽇ 
代表取締役  ︓⼩⾕ 匠 
所在地   ︓〒150-0043 東京都渋⾕区道⽞坂 1丁⽬ 19-9第⼀暁ビル 3階  
事業内容  ︓キャリアや転職に特化した匿名相談サービス「JobQ」の企画・開発・運営 
グループ会社  ︓2019 年 3 ⽉ 1 ⽇ パーソルキャリア株式会社にグループイン  
ホームページ  ︓https://laibo.jp/ 
JobQ   ︓https://job-q.me/ 
 
 
 
 
 

報道関係者様お問い合わせ先 株式会社ライボ 広報担当︓堀 雅⼀ 
Tel・Fax︓03-6416-1760  携帯︓080-4193-1810   

Mail︓masakazu.hori@laibo.jp 

※現在主にテレワークでの勤務形態をとっておりますので、誠に勝⼿ながらお問い合わせは携帯電話かメールにてお願い致します 


